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チャイナ龍翔

～ 足元の基準価額の下落について ～
追加型投信／海外／株式 ※課税上株式投資信託として取り扱われます。
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■当資料は、ファンドの運用状況や関連する情報等をお知らせするために大和住銀投信投資顧問が作成した資料です。■当資料内の運用実績等に
関する数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。■当資料内のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を
保証するものではありません。■当資料は各種の信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではあ
りません。■投資信託は預金、保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。■銀行など
登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。
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＜基準価額・純資産総額の推移＞

日頃より『チャイナ龍翔』をご愛顧賜り誠にありがとうございます。

中国、香港株式市場では、国内の景気鈍化に加え、欧州債務問題など海外要因に対する懸念が強まった

ことから株価が大きく下落しています。

H株、レッドチップなど中国の企業の株式や、韓国、シンガポール等の周辺アジア諸国の中国関連企業に

投資している当ファンドの基準価額も、それらの影響を受け同様に大きく下落しました。

出所：Bloomberg

※基準価額は信託報酬控除後のものです。※ファンドの騰落率は、信託報酬控除後の基準価額に対して、税引前分配金を決算日に再投資した修正基
準価額をもとに表示、算出。 ※騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。 ※過去の実績は、将来の運用結果を約束するものではありません。
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 基準価額 3,953円

 純資産総額      28億円

 (2012年5月18日現在)

＜ファンドの騰落率＞

  5/18基準 4/27比騰落率 3/30比騰落率

ファンド -11.2% -10.6%

＜ご参考＞株価指数と為替の騰落率

  5/17基準 4/26比騰落率 3/29比騰落率

香港Ｈ株指数 -11.1% -7.9%

香港レッドチップ指数 -8.1% -5.7%

香港ハンセン指数 -7.7% -6.8%

台湾加権指数 -2.2% -6.6%

韓国総合株価指数 -6.0% -8.4%

シンガポールST指数 -5.3% -5.7%

  5/18基準 4/27比騰落率 3/30比騰落率

香港ドル／円 -2.3% -3.4%

韓国ウォン／円 -5.3% -6.3%

台湾ドル／円 -2.9% -3.6%

シンガポールドル／円 -4.6% -4.6%
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＜市場の状況＞

中国、香港株式市場は、4月は景気鈍化や欧州債務問題に対する懸念はあったものの預金準備率の引

き下げ期待などから堅調に推移しました。しかし5月に入って弱い米雇用統計や欧州の政治リスク拡大と

債務問題の再燃からリスク回避的な動きが再び強まり、世界の株式市場が下落する中、中国をはじめア

ジアの新興国市場も大きく売られる展開となっています。

5月12日には、前週発表された4月の経済指標が予想以上に弱い内容だったことを受け預金準備率の引

き下げが決定されましたが、ギリシャ問題で地合いの悪い中、景気鈍化懸念を払拭するには至らなかっ

たことなどから下落傾向が続いています。

中国では5月12日に預金準備率が0.5%引き下げられましたが、政策当局は景気を重視しており追加の金

融緩和が予想されています。新規融資と貿易統計の動向に留意する必要はありますが、小売売上と固

定資産投資は堅調に推移すると思われます。

当ファンドでは、金融緩和政策や景気減速に対する予防的な財政政策の兆しが見られれば、よほどの外

部環境悪化がない限り株価は上昇していくと見ており、今後数ヵ月間で中国の優良株を買い増しする機

会を探っています。業種では、テクノロジー、都市ガス、証券、一部消費関連に対して強気の見方をして

います。

欧州債務問題への懸念が払拭されるには時間がかかると思われますが、足元、ギリシャのユーロ離脱

への懸念が後退すればアジア市場は上昇する可能性が高く、株価が弱含んでいる場面は買い増しの好

機と見ています。

【香港株】

香港株には短期的にこれといった材料が見当たりませんが、株価は妥当な水準にあり、賃料水準から不

動産賃貸株の保有比率は適正と判断しています。一方、不動産開発株は大手企業の不正問題から当面

は選好されにくいと見ています。

【台湾株】

台湾株については強気の見方を維持しつつも、米国のテクノロジー株の調整リスクには留意します。キャ

ピタルゲイン課税、電気料金とガソリンの値上げについては、マイナス面が強調されすぎていると考えて

います。

【韓国・アセアン地域の株】

韓国については、やや弱気な見方を継続します。為替相場が対円でウォン高となれば、テクノロジーと自

動車にとってマイナスに働くと見られます。

アセアン地域の株式については、安定した業績見通しの内需関連を選好します。

※当コメントは、資料作成時点における市場環境もしくはファンドの運用方針等について、運用担当者（ファンドマネジャー他）の見方あるいは考え方等を記
載したもので当該運用方針は変更される場合があり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。また、将来の運用成果等を約束するもの
でもありません。

＜市場見通しと運用方針＞
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シンガポール

2.3%
短期金融商品

等 3.1%

香港 32.2%

その他(注)

1.1%

韓国 4.5%

中国 54.2%

台湾 2.5%

＜当ファンドの資産状況＞

■株式種別構成 ■国別構成

※国別構成は実質本店所在地をベースに表示しています。レッドチップ銘柄は香港に含まれます
※業種は世界産業分類基準(GICS) ※比率はすべて純資産総額対比
(注)「その他」は中国A株に連動を目指すETF（香港ドル建て）の組入れを表します

■組入上位銘柄

（2012年4月末現在）

■業種別構成

シンガポール

株 2.3%

その他(注)

1.1%
短期金融商品

等 3.1%

レッドチップ

27.5%

香港株 14.2%

H株 44.7%

韓国株

4.5%

台湾株 2.5%

組入銘柄数　 銘柄

銘柄 国名 種別 業種 組入比率

中国工商銀行 中国 H株 銀行

中国移動(チャイナモバイル) 香港 レッドチップ 電気通信ｻｰﾋﾞｽ

中国建設銀行 中国 H株 銀行

CNOOC（中国海洋石油） 香港 レッドチップ エネルギー

テンセント・ホールディングス 中国 香港株 ｿﾌﾄｳｪｱ･ｻｰﾋﾞｽ

シノペック・ペトロケミカル 中国 H株 エネルギー

中国石油(ペトロチャイナ) 中国 H株 エネルギー

平安保険 中国 H株 保険

中国銀行 中国 H株 銀行

中国電信（チャイナ・テレコム） 中国 H株 電気通信ｻｰﾋﾞｽ
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その他業種

16.6%

短期金融商

品等 3.1%

小売 3.3%

半導体･同製

造装置 3.3%

ｿﾌﾄｳｪｱ･ｻｰ

ﾋﾞｽ 4.3%

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ﾊｰ

ﾄﾞｳｪｱ&機器

4.8%
不動産  5.1% 電気通信ｻｰ

ﾋﾞｽ

10.1%

銀行 19.7%

保険

6.0% 素材 6.3%

エネルギー

17.2%
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＜ファンドの目的＞

当ファンドは、信託財産の長期的な成長を目指して運用を行います。

＜ファンドの特色＞

１．チャイナ・エクイティ・マザーファンドへの投資を通じて、中国地域の株式を実質的な主要投資対象とし、中国
の経済成長からメリットを受ける有望な投資テーマ（アイデア）にフォーカスして投資します。

・個別銘柄への投資にあたっては、ファンダメンタルズ分析を重視して、投資魅力が高いと判断される銘柄に投資
します。

・個々の企業の成長性、収益性、財務内容や流動性などを勘案します。
・組入銘柄が投資テーマ（アイデア）に関連するかの判断は、Daiwa SB Investments (HK) Limited（ダイワ・エ

ス・ビー・インベストメンツ（香港）・リミテッド）が行います。
・マザーファンドの組入比率は原則として高位を維持することを基本とします。
・実質外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。

２．マザーファンドの運用指図にかかる権限をダイワ・エス・ビー・インベストメンツ（香港）・リミテッドへ委託
します。

３．毎決算時に、原則として収益の分配を目指します。
・決算日は毎年４、１０月の１１日（休業日の場合は翌営業日）とします。
・分配対象額の範囲は、経費控除後の利子・配当収益および売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とします。
・収益分配金額は、基準価額水準、市況動向等を勘案して、委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額な

場合等には分配を行わないことがあります。
・将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

※大量の追加設定または解約が発生したとき、市況の急激な変化が予想されるとき、償還の準備に入ったとき等なら
びに信託財産の規模によっては、上記の運用が行われないことがあります。

＜投資リスク （詳しくは 新の投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください）＞

○当ファンドは、マザーファンドを通じて、実質的に株式など値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額
は変動します。また、外貨建資産は、為替の変動による影響も受けます。したがって、投資家の皆様の投資元本は
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

○信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
○投資信託は預貯金と異なります。
○ お申込みの際には、販売会社からお渡しします「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご自身で

ご判断ください。
○基準価額を変動させる要因として主に、■価格変動リスク ■株価変動に伴うリスク ■為替リスク ■カントリー

リスク ■信用リスク ■流動性リスク があります。
ただし、上記はすべてのリスクを表したものではありません。

＜ファンドの費用 （詳しくは 新の投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください）＞
投資者が直接的に負担する費用
● 購入時手数料 購入価額に３．１５％（税抜３．０％）を上限として販売会社毎に定めた率を乗じて得た額とします。

※詳細については、お申込みの各販売会社までお問い合わせください。
● 信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用
● 運用管理費用（信託報酬） 信託財産の純資産総額に年率１．５９６％（税抜１．５２％）を乗じて得た額とします。
● その他費用･手数料

※当該手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

信託財産の財務諸表の監査に要する費用は、信託財産の純資産総額に年率０．０１２６％（税抜
０．０１２％）以内の率を乗じて得た額とします。その他、有価証券売買時の売買委託手数料、そ
れらに対する消費税等相当額、組入資産の保管費用等は、取引または請求のつど、信託財産か
ら支払われます。これらの費用および当ファンドが投資対象とするマザーファンドにおける信託財
産で間接的にご負担いただく費用については、運用状況等により変動するものであり、事前に料
率、上限額等を示すことができません。
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＜お申込みメモ （詳しくは 新の投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください）＞

＜投資信託に関する留意点＞

＜委託会社およびその他の関係法人＞

○投資信託をご購入の際は、 新の投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。
投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社の本支店等にご用意しております。

○投資信託は、元本保証、利回り保証のいずれもありません。
○投資した資産の価値が投資元本を割り込むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことになります。
○投資信託は預金、保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
○銀行など登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

■委託会社（ファンドの運用の指図を行う者）
大和住銀投信投資顧問株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第353号

加入協会 社団法人投資信託協会 社団法人日本証券投資顧問業協会

■受託会社（ファンドの財産の保管及び管理を行う者）
三井住友信託銀行株式会社

■販売会社

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券業協
会

社団法人
日本証券
投資顧問業協
会

一般社団法人金
融先物取引業協
会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

大和証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第
108号

○ ○ ○ ○

＜収益分配金に関する留意事項＞

○分配金は、分配方針に基づいて委託会社が決定します。ただし、将来の分配金の支払いおよびその金額について保証する
ものではありません。

○分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分
基準価額は下がります。

○分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合が
あります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日の基準価額と比べて下落することになります。また、分配金の水
準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

○受益者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合が
あります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

● 信託期間 平成１９年１２月６日～平成３０年４月１１日
● 購入単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。

※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
● 購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
● 換金単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。

※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
● 換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額
● 換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として５営業日目からお支払いします

香港取引決済所の休業日と同日の場合はお申込みできません。

● 決算日 毎年４、１０月の１１日（該当日が休業日の場合は翌営業日）
● 収益分配 年２回の決算時に分配を行います。

● 購入・換金申込
　  受付不可日


